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○日光市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱 

平成３０年１２月１日 

告示第１０７号 

改正 令和３年３月３１日告示第３０号 

令和３年４月１日告示第６７号 

令和３年６月１８日告示第１０２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震によるコンクリートブロック造の塀、組積造（石造、れ

んが造等）の塀その他これらに類する塀（以下「ブロック塀等」という。）の倒

壊又は転倒の事故を未然に防止し、市民の安全を確保するため、ブロック塀等の

撤去に関し経費の一部を補助することについて、日光市補助金等交付規則（平成

１８年日光市規則第５９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（令３告示６７・一部改正） 

（補助対象ブロック塀等） 

第２条 補助の対象となるブロック塀等（以下「補助対象ブロック塀等」とい

う。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 市内各小学校の学校長が指定する通学路又はこれに準ずるものとして市長

が認める道路（以下「通学路」という。）に面しているもの 

(２) 通学路の地面からの高さ（コンクリートブロック、石、れんがその他これ

らに類する材料を使用していない部分の高さを除く。以下この号において同

じ。）が８０センチメートルを超えるもの（擁壁等の上に築造されている場合

は、当該擁壁等を含めた高さの合計が８０センチメートルを超え、かつ、当該

擁壁等を除く部分の高さが６０センチメートルを超えるもの） 

(３) 第６条に規定する事前相談の結果、倒壊又は転倒の危険性があると判断さ

れたもの 

（令３告示６７・一部改正） 

（補助対象工事） 

第３条 補助の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、次の各号の

いずれにも該当する工事とする。 

(１) 市内に築造された補助対象ブロック塀等（当該補助対象ブロック塀等と一
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体となる控壁及び門柱を含む。）を解体し、撤去する工事（当該補助対象ブロ

ック塀等の高さを減ずる工事を除く。）であること。 

(２) 補助対象ブロック塀等が築造されている土地の販売を目的とした工事でな

いこと。 

(３) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条に規定する開発行為に

伴う工事でないこと。 

(４) 国、地方公共団体等が行う移転補償に係る事業に伴う工事でないこと。 

(５) 災害復旧事業に伴う工事でないこと。 

（令３告示６７・一部改正） 

（補助対象者） 

第４条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助対象工事の

契約者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者については、補助

対象者としない。 

(１) 補助対象ブロック塀等を撤去することについて、当該補助対象ブロック塀

等及び当該補助対象ブロック塀等が築造されている土地の所有権を有する者

（所有権を有する者が複数いる場合は、当該所有権を有する者全員によって合

意された代表者。以下「所有権者」という。）の同意を得ていない者（補助対

象工事の契約者が所有権者でない場合に限る。） 

(２) 国税、県税並びに市税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、水道料金、

下水道使用料及びし尿汲取手数料の滞納がある者 

（令３告示６７・一部改正） 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる額のいずれか低い額に２分の１を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。）とし、２０万円を限度とする。 

(１) 撤去する補助対象ブロック塀等（控壁、門柱及び基礎等（擁壁及び通学路

の地面の高さ以下の部分を除く。）を含む。）のうち、第２条第１号及び第２

号に規定する部分（以下「補助金額算定対象部分」という。）の見付面積（当

該補助金額算定対象部分の高さに延長を乗じて得た面積をいう。）１平方メー

トル当たり１万円を乗じて得た額 
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(２) 補助対象工事に要する費用（補助金額算定対象部分に係る費用に限る。）

の額 

２ 補助金の交付は、同一の敷地等に築造された補助対象ブロック塀等に係る一の

工事に対し、１回に限るものとする。 

３ 補助金は、予算の範囲内において交付する。 

（令３告示６７・一部改正） 

（事前相談） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、次条の規定による申請をす

る前に、日光市ブロック塀等撤去費補助金事前相談書（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に提出し、ブロック塀等に倒壊又は転倒の危険性があるこ

との確認を受けるものとする。 

(１) ブロック塀等が築造されている場所の案内図 

(２) ブロック塀等の状態を確認できる写真等 

（令３告示６７・追加） 

（交付申請） 

第７条 前条の規定による確認を受けた補助対象者（以下「申請者」という。）

は、日光市ブロック塀等撤去費補助金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出するものとする。 

(１) 国税、県税並びに市税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、水道料金、

下水道使用料及びし尿汲取手数料に未納がないことを証する書類 

(２) 所有権者が確認できる書類 

(３) 申請者が補助対象ブロック塀等を撤去することについて所有権者の同意が

得られていることが確認できる書類（申請者が所有権者でない場合に限る。） 

(４) 補助対象ブロック塀等の位置、構造、延長及び高さを記入した見取り図 

(５) 補助対象工事に係る見積書の写し（補助金額算定対象部分と非対象部分と

を明らかにしたもの） 

(６) その他市長が必要と認めるもの 

（令３告示６７・旧第６条繰下・一部改正） 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の

交付の可否を決定し、規則第７条に定める補助金等（交付・不交付）決定通知書
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により申請者に通知するものとする。 

（令３告示６７・旧第７条繰下） 

（完了報告） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、交付の決定から６０

日以内に補助対象工事に着手し、当該工事が完了したときは、速やかに日光市ブ

ロック塀等撤去費補助金事業完了報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

(１) 補助対象工事に係る請求書の写し（補助金額算定対象部分と非対象部分と

を明らかにしたもの） 

(２) 補助対象工事に係る費用の支払いを確認できる書類 

(３) 補助対象工事に係る契約書の写し 

(４) 補助対象工事の施工後の写真（施工前のものと同じ位置から撮影したも

の） 

(５) その他市長が必要と認めるもの 

（令３告示６７・旧第８条繰下・一部改正） 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

（令３告示６７・旧第９条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年１２月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。 

（令３告示３０・一部改正、令３告示１０２・旧第３項繰上） 

附 則（令和３年３月３１日告示第３０号） 

この要綱は、令和３年３月３１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日告示第６７号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月１８日告示第１０２号） 

この要綱は、令和３年６月１８日から施行する。 



5 

 



6 

 



7 

 



8 

 



9 

 



10 

様式第１号（第６条関係） 

（令３告示６７・全改） 

様式第２号（第７条関係） 

（令３告示６７・追加） 

様式第３号（第９条関係） 

（令３告示６７・旧様式第２号繰下・一部改正） 

 


